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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第103期

第３四半期
連結累計期間

第104期
第３四半期
連結累計期間

第103期

会計期間
自 2020年４月１日
至 2020年12月31日

自 2021年４月１日
至 2021年12月31日

自 2020年４月１日
至 2021年３月31日

売上高 (百万円) 435,716 453,774 572,757

営業利益 (百万円) 27,431 25,744 32,949

経常利益 (百万円) 27,949 26,028 33,532

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
(百万円) 16,952 18,154 21,212

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 16,625 18,712 25,609

純資産額 (百万円) 202,356 216,821 210,426

総資産額 (百万円) 410,163 443,100 405,719

１株当たり四半期（当期）

純利益
(円) 127.23 136.47 159.19

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益
(円) － － －

自己資本比率 (％) 47.5 47.2 50.1

 

回次
第103期

第３四半期
連結会計期間

第104期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 2020年10月１日
至 2020年12月31日

自 2021年10月１日
至 2021年12月31日

１株当たり四半期純利益 (円) 45.61 53.06

（注）１ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２ 「潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益」については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

３ 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の期

首から適用しており、当第３四半期連結累計期間及び当第３四半期連結会計期間に係る主要な経営指標等に

ついては、当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。

 

２【事業の内容】

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容に重要な変更は

ありません。また、主要な関係会社の異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクに重要な変更はありません。
 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

 

(1) 経営成績の状況

当第３四半期累計期間における世界経済は、国や地域ごとにばらつきが見られたものの、欧米諸国を中心に経済

活動が再開され、各国政府による経済対策の効果もあり、回復局面に入りました。一方、わが国経済においては、

企業業績の二極化が進むなか、昨年９月末に緊急事態宣言が解除され、経済活動が再び動き始めた矢先、新たな変

異型ウイルスの感染懸念が広がり、景気の先行きは依然として不透明な状況が続きました。

食品関連業界では、外出自粛や営業時間短縮が断続的に要請されるなか、食生活のスタイルに大きな変化が生

じ、新常態に向けた商品・サービスが広がりました。また、労働力不足や新型コロナウイルス感染防止に対応すべ

く、先端技術を活用した自動化や省人化へ向けた動きも加速しました。

当社グループは、生活を支える社会的基盤として、従業員を含むサプライチェーン上の安全に十分配慮したうえ

で企業活動を行いました。また、長期経営目標「2030年の姿」の実現に向け、特定した５つのグループ重要事項

（マテリアリティ）ごとに、グループ目標（施策・KPI）を策定しました。

この結果、グループ全体の売上高は、主力の加工食品事業や低温物流事業が堅調に推移し、4,537億74百万円

（前期比4.1％の増収）となりました。利益面では、低温物流事業や水産事業が伸長しましたが、タイでの新型コ

ロナウイルス感染拡大に伴う生産子会社の稼働低下や原材料・仕入コストの上昇などにより加工食品事業が苦戦

し、営業利益は257億44百万円（前期比6.1％の減益）となり、経常利益は260億28百万円（前期比6.9％の減益）と

なりました。

特別利益は、投資有価証券売却益など総額は25億30百万円となる一方、特別損失は11億32百万円となりました。

以上により、親会社株主に帰属する四半期純利益は181億54百万円（前期比7.1％の増益）となりました。

なお、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の

期首から適用しており、当第３四半期連結累計期間の売上高は59億77百万円減少し、営業利益、経常利益及び税金

等調整前四半期純利益はそれぞれ15百万円減少しました。詳細については、「第４　経理の状況　１　四半期連結

財務諸表　注記事項（会計方針の変更）」　をご参照ください。

 

《連結経営成績》

（単位：百万円）

 
当第３四半期
累計期間

前期比 増減率(%)

売上高 453,774 18,057 4.1

営業利益 25,744 △1,686 △6.1

経常利益 26,028 △1,921 △6.9

親会社株主に帰属

する四半期純利益
18,154 1,201 7.1

 

(2) セグメント別の概況

（単位：百万円）

 売上高 営業利益

（セグメント）
当第３四半期

累計期間
前期比 増減率(%)

当第３四半期

累計期間
前期比 増減率(%)

加工食品 181,861 11,107 6.5 10,800 △2,580 △19.3

水産 53,745 3,463 6.9 1,428 761 114.2

畜産 61,098 △3,001 △4.7 949 △91 △8.8

低温物流 168,033 8,167 5.1 12,211 888 7.8

不動産 3,216 △338 △9.5 1,233 △356 △22.4

その他 2,912 △772 △21.0 △333 △50 －

調整額 △17,093 △567 － △546 △257 －

合 計 453,774 18,057 4.1 25,744 △1,686 △6.1
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① 加工食品事業

チキン加工品や米飯類などの主力カテゴリーを中心とした商品開発や販売活動に注力しました。その結果、家庭

用・業務用ともに販売が拡大したことに加え、海外子会社の売上げも貢献し増収となりました。営業利益は、新型

コロナウイルス感染拡大に起因する労働力不足から、タイの生産拠点で稼働が低下したことに加え、原材料・仕入

コストの上昇などにより減益となりました。

 

（単位：百万円）

 
当第３四半期

累計期間
前期比 増減率(%)

売上高 計 181,861 11,107 6.5

 家庭用調理品 56,937 4,592 8.8

 業務用調理品 68,441 2,278 3.4

 農産加工品 15,292 △85 △0.6

 海外 29,896 3,921 15.1

 その他 11,294 399 3.7

営業利益 10,800 △2,580 △19.3

（注）海外は2021年１月から2021年９月までの累計期間

 

家庭用調理品

販売促進活動や生産能力増強などにより、発売20周年を迎えた「本格炒め炒飯」を中心に販売数量を伸ばしま

した。「たいめいけんサイコロステーキピラフ」や「今日は家飲み」シリーズなどの新商品も寄与し、増収とな

りました。

 

業務用調理品

新常態に向かうなか、業態別の新たなニーズに合わせた商品開発や販売活動に注力した結果、有名シェフ監修

による「シェフズ・スペシャリテ」シリーズや「合鴨スライスパストラミ」などの取扱いが拡大し、増収となり

ました。

 

農産加工品

調理の時短ニーズに適した商品開発を続け、ブロッコリーなど「そのまま使えるシリーズ」の取扱いが伸長し

たものの、枝豆類が低調に推移し前期並みとなりました。

 

海外

米国子会社のInnovAsian Cuisine Enterprises社において、需要が増加する家庭用主力商品の調達先を拡大し

たことなどにより、取扱いが伸長しました。

 

② 水産事業

需要の回復が比較的早い海外向けの販売が伸長したことや、テイクアウト・デリバリー等に対応した外食向けの

「魚卵」の取扱いが好調に推移したことなどにより、増収・増益となりました。

 

③ 畜産事業

外食・中食向けの加工品の販売に努めたものの、巣ごもり需要の落ち着きなどにより量販店向けの国産品の取扱

いが減少し、減収・減益となりました。
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④ 低温物流事業

国内事業の売上げが堅調に推移したことに加え、海外事業も好調に推移し増収となりました。営業利益は、荷役

作業コストや車両調達コストなどが上昇したものの、業務改善及び運送効率化などの施策を推進したことで増益と

なりました。

 

(単位：百万円)

 売上高 営業利益

 
当第３四半期

累計期間
前期比

増減率

(%)

当第３四半期

累計期間
前期比

増減率

(%)

国内小計 133,193 1,532 1.2 11,469 783 7.3

 物流ネットワーク 78,175 △52 △0.1 4,574 228 5.3

 地域保管 55,018 1,584 3.0 6,895 555 8.8

海外 32,772 5,911 22.0 1,358 311 29.7

その他・共通 2,068 724 53.9 △616 △206 －

合 計 168,033 8,167 5.1 12,211 888 7.8

（注）海外は2021年１月から2021年９月までの累計期間

 

国内

巣ごもり需要を背景にＴＣ（通過型センター）事業の取扱いが堅調に推移したことに加え、地域保管事業に

おいて大都市圏を中心に冷凍食品などの保管需要を着実に取り込んだことなどにより増収となりました。利益

面では増収効果に加え、業務効率化に努めたことなどにより増益となりました。

 

海外

欧州地域において、英国のＥＵ離脱（Brexit）に伴う移行期間の終了により通関貨物の取扱いが増加したこ

とや小売店向け配送業務などの運送需要を着実に取り込んだことに加え、中国事業も伸長し増収・増益となり

ました。
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(3) 財政状態の状況
 

（単位：百万円）

 前連結会計年度末
当第３四半期
連結会計期間末

比較増減

〔資産の部〕    

流動資産 169,572 198,487 28,915

固定資産 236,146 244,612 8,466

資産合計 405,719 443,100 37,381

〔負債・純資産の部〕    

流動負債 108,506 131,740 23,234

固定負債 86,786 94,538 7,751

負債合計 195,293 226,279 30,986

うち、有利子負債

（リース債務を除く）

96,423

（80,757）

120,553

（105,971）

24,130

（25,213）

純資産合計 210,426 216,821 6,395

（うち自己資本） （203,325） （209,359） （6,033）

Ｄ／Ｅレシオ（倍）

（リース債務を除く）

0.5

（0.4）

0.6

（0.5）

0.1

（0.1）

（注）Ｄ／Ｅレシオの算出方法：有利子負債÷純資産

 

当第３四半期連結会計期間末の資産合計は、前連結会計年度末より373億円増加し、4,431億円となりまし

た。このうち流動資産は、販売が堅調に推移したことによる売上債権の増加などにより289億円増加し、1,984

億円となりました。また、固定資産は、主力事業の収益基盤拡大に向けた設備投資や欧州低温物流会社の買収

による有形固定資産やのれんの増加などにより84億円増加し、2,446億円となりました。

負債合計は、前連結会計年度末より309億円増加し、2,262億円となりました。有利子負債は設備投資や季節

要因による資金需要に充てるため、短期借入金の増加や社債及びコマーシャル・ペーパーの発行などにより241

億円増加し、1,205億円となりました。

純資産合計は、前連結会計年度末より63億円増加し、2,168億円となりました。このうち自己資本は、親会社

株主に帰属する四半期純利益181億円の計上、配当金70億円の支払い、「収益認識に関する会計基準」の適用初

年度の過年度累積的影響による５億円の減少、株主還元の充実及び資本効率の向上を目的とした自己株式1,762

千株の46億円での取得などにより60億円増加し、2,093億円となりました。

 

設備投資等の概要は次のとおりであります。
（単位：百万円）

 

 
前第３四半期
累計期間

当第３四半期
累計期間

比較増減

設備投資等

（うちリース資産除く）

22,878

（19,890）

17,801

(16,118）

△5,077

（△3,772）

減価償却費

（うちリース資産除く）

14,428

（11,596）

15,527

（12,837）

1,099

（1,240）
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(4) 会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に関する会計上の見積りにつきましては、「第４　経理の状況　

１　四半期連結財務諸表　注記事項（追加情報）」をご参照ください。

 

(5) 経営方針・経営戦略等

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

 

(6) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき課題について重要な変更はありませ

ん。

 

(7) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間における研究開発活動の金額は、1,292百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において、研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 360,000,000

計 360,000,000

 

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株)
（2021年12月31日）

提出日現在
発行数(株)

（2022年２月４日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 134,007,795 134,007,795
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

100株

計 134,007,795 134,007,795 － －

 

(2)【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　　　　 該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　　　　 該当事項はありません。

 

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2021年11月10日

（注）
△6,033,600 134,007,795 － 30,472 － 7,769

　(注) 2021年11月２日開催の取締役会決議に基づく自己株式の消却による減少であります。

 

(5)【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6)【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（2021年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

    （2021年９月30日現在）

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 6,742,700

完全議決権株式（その他） 普通株式 133,129,000 1,331,290 －

単元未満株式 普通株式 169,695 － １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数  140,041,395 － －

総株主の議決権  － 1,331,290 －

（注）「単元未満株式」には、当社所有の自己株式８株が含まれております。

 

②【自己株式等】

    （2021年９月30日現在）

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）      

株式会社ニチレイ
東京都中央区築地

６－19－20
6,742,700 － 6,742,700 4.81

計 － 6,742,700 － 6,742,700 4.81

(注) 当社は、2021年11月２日開催の取締役会決議に基づき、当第３四半期連結会計期間において、当社普通株式

1,762,400株を取得しました。また、2021年11月２日開催の取締役会決議に基づき、2021年11月10日付で当社普通

株式6,033,600株を消却しております。この結果、当第３四半期連結会計期間末日における自己株式数は、単元未

満株式の売り渡し及び買い取りにより増減した株式数を含めて2,472,093株となっております。

 

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。

 

なお、当四半期累計期間終了後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は次のとおりであります。

退任役員

役職名 氏名 退任年月日

取締役（執行役員）

経営監査部・経営管理部・経営企画部・情報戦略

部・法務部・人事総務部・財務部・経理部・グルー

プコミュニケーション部管掌

田口　巧 2022年１月17日
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第４【経理の状況】

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２ 監査証明について

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2021年10月１日から2021

年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2021年４月１日から2021年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 28,933 27,382

受取手形及び売掛金 81,749 104,657

商品及び製品 38,498 39,637

仕掛品 995 1,929

原材料及び貯蔵品 8,372 10,228

その他 11,131 14,760

貸倒引当金 △109 △107

流動資産合計 169,572 198,487

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ※２ 80,641 ※２ 81,141

機械装置及び運搬具（純額） ※２ 33,528 ※２ 34,864

土地 ※２ 38,683 ※２ 39,238

リース資産（純額） 14,681 13,552

建設仮勘定 3,716 6,022

その他（純額） ※２ 2,710 ※２ 2,711

有形固定資産合計 173,962 177,531

無形固定資産   

のれん 1,493 9,085

その他 6,901 6,810

無形固定資産合計 8,394 15,895

投資その他の資産   

投資有価証券 40,506 38,793

退職給付に係る資産 52 52

繰延税金資産 2,260 2,252

その他 11,215 10,448

貸倒引当金 △245 △361

投資その他の資産合計 53,789 51,185

固定資産合計 236,146 244,612

資産合計 405,719 443,100
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 24,645 30,566

電子記録債務 3,427 2,955

短期借入金 6,948 24,038

コマーシャル・ペーパー － 9,000

１年内償還予定の社債 10,000 －

１年内返済予定の長期借入金 4,797 4,973

リース債務 3,572 3,394

未払費用 35,483 32,297

未払法人税等 5,911 3,107

役員賞与引当金 238 162

その他 13,481 21,244

流動負債合計 108,506 131,740

固定負債   

社債 30,000 40,000

長期借入金 29,010 27,958

リース債務 12,093 11,188

繰延税金負債 4,265 4,008

役員退職慰労引当金 131 122

退職給付に係る負債 1,996 2,040

資産除去債務 4,037 4,114

長期預り保証金 2,121 2,227

その他 3,129 2,878

固定負債合計 86,786 94,538

負債合計 195,293 226,279

純資産の部   

株主資本   

資本金 30,418 30,472

資本剰余金 5,795 5,848

利益剰余金 172,436 167,140

自己株式 △17,648 △6,538

株主資本合計 191,002 196,922

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 12,344 11,754

繰延ヘッジ損益 1,639 1,233

為替換算調整勘定 △1,660 △551

その他の包括利益累計額合計 12,323 12,436

非支配株主持分 7,100 7,461

純資産合計 210,426 216,821

負債純資産合計 405,719 443,100
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間

(自　2020年４月１日
　至　2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

売上高 435,716 453,774

売上原価 359,862 375,690

売上総利益 75,854 78,084

販売費及び一般管理費   

運送費及び保管費 13,658 14,863

販売促進費 766 928

広告宣伝費 2,224 2,714

役員報酬及び従業員給料・賞与・手当 14,019 15,115

退職給付費用 700 783

法定福利及び厚生費 2,868 2,848

旅費交通費及び通信費 769 883

賃借料 1,535 1,624

業務委託費 2,945 3,227

研究開発費 1,792 1,292

その他 7,140 8,059

販売費及び一般管理費合計 48,423 52,339

営業利益 27,431 25,744

営業外収益   

受取利息 63 67

受取配当金 654 739

持分法による投資利益 387 131

その他 353 310

営業外収益合計 1,458 1,247

営業外費用   

支払利息 546 467

その他 393 496

営業外費用合計 939 964

経常利益 27,949 26,028

特別利益   

固定資産売却益 34 33

投資有価証券売却益 49 1,275

収用補償金 － 1,221

その他 10 －

特別利益合計 94 2,530

特別損失   

固定資産売却損 6 11

固定資産除却損 750 842

減損損失 ※１ 1,139 ※１ 104

その他 32 174

特別損失合計 1,928 1,132

税金等調整前四半期純利益 26,116 27,426

法人税等 8,045 8,593

四半期純利益 18,070 18,832

非支配株主に帰属する四半期純利益 1,117 678

親会社株主に帰属する四半期純利益 16,952 18,154

 

EDINET提出書類

株式会社ニチレイ(E00446)

四半期報告書

13/25



【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間

(自　2020年４月１日
　至　2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

四半期純利益 18,070 18,832

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 1,779 △585

繰延ヘッジ損益 △1,114 △506

為替換算調整勘定 △1,808 878

持分法適用会社に対する持分相当額 △301 93

その他の包括利益合計 △1,444 △120

四半期包括利益 16,625 18,712

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 16,033 18,267

非支配株主に係る四半期包括利益 592 445
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

　当第３四半期連結会計期間より、当社の連結子会社であるNichirei Holding Holland B.V.が2021年10月29

日付でNorish (N.I.) Limited及びNorish Limitedの全株式を取得したため、連結の範囲に含めております。

なお、Norish (N.I.) Limited及びNorish Limitedについては、いずれも12月決算であり、四半期連結決算日

との差異が３ヶ月を超えないことから、貸借対照表のみ連結しております。

 

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点

で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。

なお、「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98項に定める代替的な取扱いを適用し、商品又は製品の

販売において、出荷時から当該商品又は製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合

には、出荷時に収益を計上しております。

収益認識会計基準等の適用による主な変更点は以下の通りです。

・支給品を買い戻す義務を負っていない有償支給取引については、支給先から受け取る対価を収益として認

識しない方法へ変更しております。

・物流倉庫への入庫時に一括で売上計上していた入出庫賃については、出庫サービスに係る履行義務に取引

価格を配分し、履行義務を充足した時に収益認識する方法へ変更しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っ

ており、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１

四半期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

この結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は5,977百万円、売上原価は5,961百万円それぞれ減少してお

りますが、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響は軽微であります。また、流動負

債その他は843百万円増加し、利益剰余金の当期首残高は574百万円減少しております。

また、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動負債」の「未払費用」に表示していた返金負債

は、第１四半期連結会計期間より「流動負債」の「その他」に含めて表示することといたしました。なお、収

益認識会計基準第89-２項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度について新たな表示方法により

組替えを行っておりません。

 

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計

基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計

基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。これによる四半期連結財務

諸表に与える影響は軽微であります。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（追加情報）

（新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に関する会計上の見積り）

前連結会計年度の有価証券報告書に記載した新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に関する会計上の見

積りについて、重要な変更はありません。
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（四半期連結貸借対照表関係）

　１ 保証債務

　　 次の会社の金融機関からの借入等に対して保証を行っております。

 
前連結会計年度

（2021年３月31日）
当第３四半期連結会計期間

（2021年12月31日）

Shinmei Foods U.S.A.Corporation

(連帯保証)
176百万円 598百万円

その他 0 －

合計 176 598

 

※２ 国庫補助金等により固定資産の取得価額から控除した圧縮記帳累計額は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（2021年３月31日）
当第３四半期連結会計期間

（2021年12月31日）

建物及び構築物 3,943百万円 4,451百万円

機械装置及び運搬具 1,498 1,498

土地 1,366 1,366

その他の有形固定資産 8 8

 

（四半期連結損益計算書関係）

※１　減損損失

前第３四半期連結累計期間（自 2020年４月１日 至 2020年12月31日）

当第３四半期連結累計期間において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しておりま

す。

（１）減損損失を認識した主な資産

用途 種類 場所
減損損失

（百万円）

その他 のれん 米国 1,026

 

（２）減損損失を認識するに至った経緯

その他の事業のバイオサイエンス事業にかかるのれんについて、事業計画の策定に際し将来の不確実性を検

討した結果、帳簿価額の全額1,026百万円を減損損失として特別損失に計上しております。

 

（３）資産のグルーピング方法

当社グループは、その他の事業については、個社ごとにグルーピングしております。

 

（４）回収可能価額の算定方法

のれんの回収可能価額は使用価値により測定しており、回収可能価額をゼロと算定しております。

 

当第３四半期連結累計期間（自 2021年４月１日 至 2021年12月31日）

該当事項はありません。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却額を含む。）は、次のとおりであり

ます。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 2020年４月１日
至 2020年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 2021年４月１日
至 2021年12月31日）

減価償却費    14,428百万円    15,527百万円

（注）重要なのれんの償却額はありません。

 
 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 2020年４月１日 至 2020年12月31日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年６月24日

定時株主総会
普通株式 2,797 21 2020年３月31日 2020年６月25日 利益剰余金

2020年11月４日

取締役会
普通株式 2,931 22 2020年９月30日 2020年12月４日 利益剰余金

 
 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 2021年４月１日 至 2021年12月31日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年６月22日

定時株主総会
普通株式 3,731 28 2021年３月31日 2021年６月23日 利益剰余金

2021年11月２日

取締役会
普通株式 3,332 25 2021年９月30日 2021年12月３日 利益剰余金

 

２．株主資本の金額の著しい変動

　第１四半期連結会計期間より「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を

適用しております。詳細については、「第４ 経理の状況 １ 四半期連結財務諸表 注記事項（会計方針の変

更）」をご参照ください。

　また、当社は2021年11月２日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用さ

れる同法第156条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項を決議いたしました。これを受け、東京証券取引所

における市場買付の方法により2021年12月31日までに普通株式1,762,400株、4,698百万円の取得を行いまし

た。

　なお、2021年11月２日開催の取締役会において、会社法第178条の規定に基づき、自己株式を消却することを

決議し、2021年11月10日に普通株式6,033,600株を消却しております。これにより、資本剰余金が０百万円、利

益剰余金が15,811百万円、自己株式が15,812百万円それぞれ減少しております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 2020年４月１日 至 2020年12月31日）
１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

         (単位：百万円)

 報告セグメント
その他
(注１)

合計
調整額
(注２)

四半期連結
損益計算書
計上額
(注３)

 加工食品 水産 畜産 低温物流 不動産 計

売上高           

外部顧客への売上高 170,551 50,179 62,314 147,231 2,346 432,624 3,092 435,716 － 435,716

セグメント間の内部

売上高又は振替高
202 101 1,785 12,634 1,208 15,933 592 16,525 △16,525 －

計 170,754 50,281 64,100 159,866 3,554 448,557 3,684 452,242 △16,525 435,716

セグメント利益

又は損失(△）
13,381 666 1,041 11,322 1,589 28,002 △282 27,719 △288 27,431

（注）１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、バイオサイエンス事業の
ほか、人事給与関連業務サービス、緑化管理・清掃関連サービスの事業を含んでおります。

２ セグメント利益又は損失(△）の調整額は、セグメント間取引消去等△7,780百万円及び各報告セグメ
ントに配分していない持株会社（連結財務諸表提出会社）に係る損益7,492百万円であります。

３ セグメント利益又は損失(△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
 
２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

「その他」のバイオサイエンス事業にかかるのれんについて、事業計画の策定に際し将来の不確実性を

検討した結果、帳簿価額の全額1,026百万円を減損損失として特別損失に計上しております。

 

（のれんの金額の重要な変動）

上記（固定資産に係る重要な減損損失）の記載の通り、「その他」のバイオサイエンス事業においての

れんを減損しております。

 

（重要な負ののれんの発生益）

該当事項はありません。
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Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 2021年４月１日 至 2021年12月31日）
１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

         (単位：百万円)

 報告セグメント
その他
(注１)

合計
調整額
(注２)

四半期連結
損益計算書
計上額
(注３)

 加工食品 水産 畜産 低温物流 不動産 計

売上高           

外部顧客への売上高 181,654 53,677 59,134 154,896 2,152 451,514 2,259 453,774 － 453,774

セグメント間の内部

売上高又は振替高
207 68 1,964 13,136 1,064 16,440 652 17,093 △17,093 －

計 181,861 53,745 61,098 168,033 3,216 467,955 2,912 470,867 △17,093 453,774

セグメント利益

又は損失(△）
10,800 1,428 949 12,211 1,233 26,624 △333 26,290 △546 25,744

（注）１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、バイオサイエンス事業の
ほか、人事給与関連業務サービス、緑化管理・清掃関連サービスの事業等を含んでおります。

２ セグメント利益又は損失(△）の調整額は、セグメント間取引消去等△8,274百万円及び各報告セグメ
ントに配分していない持株会社（連結財務諸表提出会社）に係る損益7,728百万円であります。

３ セグメント利益又は損失(△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
 
２．報告セグメントの変更等に関する事項

 会計方針の変更に記載のとおり、第１四半期連結会計期間の期首から収益認識会計基準等を適用し、収益
認識に関する会計処理方法を変更したため、事業セグメントの利益又は損失の算定方法を同様に変更してお
ります。
 当該変更により、従来の方法に比べて、当第３四半期連結累計期間の「水産」の売上高が4,309百万円、
「畜産」の売上高が1,651百万円、「低温物流」の売上高が15百万円、セグメント利益が15百万円それぞれ
減少しております。

 
３．報告セグメントごとの資産に関する情報

当第３四半期連結会計期間において、Norish (N.I.) Limited及びNorish Limitedの全株式を取得し、新
たに連結の範囲に含めております。
これにより、前連結会計年度の末日に比べ、当第３四半期連結会計期間の報告セグメントの資産の金額

は、「低温物流」において10,140百万円増加しております。
 
４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

該当事項はありません。

 

（のれんの金額の重要な変動）

「低温物流」において、Norish (N.I.) Limited及びNorish Limitedの全株式を取得し連結子会社とし

たことにより、のれんが6,886百万円発生しております。なお、のれんの金額は、取得原価の配分が完了

していないため、暫定的に算定された金額であります。

 

（重要な負ののれんの発生益）

該当事項はありません。
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（企業結合等関係）

取得による企業結合

当社の連結子会社であるNichirei Holding Holland B.V.はNorish PLCと株式譲渡契約を締結し、2021年10月

29日付でNorish PLC傘下のNorish (N.I.) Limited及びNorish Limitedの全株式を取得いたしました。

１．企業結合の概要

(1) 被取得企業の名称及びその事業の内容

① 被取得企業の名称：Norish (N.I.) Limited

事業の内容　　　：Norish Limitedに対する不動産の賃貸

② 被取得企業の名称：Norish Limited

事業の内容　　　：英国における低温物流事業（保管・急速凍結サービス等）

(2) 企業結合を行った主な理由

Norish (N.I.) Limitedは、その子会社であるNorish Limitedを介して英国で低温物流事業を展開

しており、内陸部及び港湾エリアで合計６ヶ所の冷蔵倉庫を運営し、保管サービスと急速凍結等の付

帯サービスを提供しております。また、中国・米国・EU等への輸出貨物取扱いに必要な施設認証も取

得しております。今回の買収により英国における冷蔵倉庫事業への本格的な参入を実現すると同時

に、グループシナジーの創出によって更なる事業拡大を目指してまいります。

(3) 企業結合日

2021年10月29日

(4) 企業結合の法的形式

現金を対価とする株式取得

(5) 結合後企業の名称

変更はありません。

(6) 取得した議決権比率

100.0％

(7) 取得企業を決定するに至った主な根拠

当社の連結子会社であるNichirei Holding Holland B.V.が現金を対価として株式を取得したこと

によるものです。

２．四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

貸借対照表のみを連結しているため、当第３四半期連結累計期間には被取得企業の業績は含まれており

ません。

３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 現金 7,586百万円

取得原価  7,586百万円

４．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

(1) 発生したのれんの金額

6,886百万円

なお、のれんの金額は取得原価の配分が完了していないため、暫定的に算定された金額であります。

(2) 発生原因

主として今後の事業展開により期待される将来の超過収益力であります。

(3) 償却方法及び償却期間

効果の発現する期間において均等償却する予定です。なお、償却期間は現在算定中であります。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当社グループは、顧客との契約から生じる収益を顧客との契約に基づき、各セグメントを主要な売上管理区

分に分解しております。

（単位：百万円）

報告セグメント
前第３四半期連結累計期間

（自 2020年４月１日

 　至 2020年12月31日）

当第３四半期連結累計期間

（自 2021年４月１日

　 至 2021年12月31日） 主要な売上管理区分

加工食品

家庭用調理品 52,283 56,937

業務用調理品 66,111 68,441

農産加工品 15,489 15,292

海外 25,975 29,896

その他 10,894 11,294

小　計 170,754 181,861

水産 50,281 53,745

畜産 64,100 61,098

低温物流

物流ネットワーク 78,227 78,175

地域保管 53,433 55,018

海外 26,861 32,772

その他・共通 1,343 2,068

小　計 159,866 168,033

その他（注１） 3,684 2,912

顧客との契約から生じる収益　合計 448,687 467,650

不動産 3,554 3,216

その他の収益　合計 3,554 3,216

調整額 △16,525 △17,093

外部顧客への売上高 435,716 453,774

（注）１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、バイオサイエンス事

業のほか、人事給与関連業務サービス、緑化管理・清掃関連サービスの事業等を含んでおりま

す。

２ 会計方針の変更に記載のとおり、第１四半期連結会計期間の期首から収益認識会計基準等を適用

し、収益認識に関する会計処理方法を変更したため、事業セグメントの利益又は損失の算定方法

を同様に変更しております。

当該変更により、従来の方法に比べて、当第３四半期連結累計期間の「水産」の売上高が4,309百

万円、「畜産」の売上高が1,651百万円、「低温物流」の売上高が15百万円それぞれ減少しており

ます。

 

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 2020年４月１日
至 2020年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 2021年４月１日
至 2021年12月31日）

 １株当たり四半期純利益 127円23銭 136円47銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益（百万円） 16,952 18,154

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益　

（百万円）
16,952 18,154

普通株式の期中平均株式数（千株） 133,248 133,026

(注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

（中間配当）

2021年11月２日開催の取締役会において、2021年９月30日現在の最終の株主名簿に記載又は記録された株主又は

登録株式質権者に対し、第104期中間配当（会社法第454条第５項の規定による剰余金の配当をいう）を次のとおり

行うことを決議しました。

(1) 中間配当金の総額                                   3,332百万円

(2) １株当たり中間配当金                                      25円

(3) 支払請求権の効力発生日及び支払開始日            2021年12月３日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

2022年２月４日

株式会社ニチレイ

取締役会 御中

 

 EY新日本有限責任監査法人

 東 　京 　事 　務 　所

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 石 井 誠

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 植 村 文 雄

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 皆 川 裕 史

 

監査人の結論
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ニチレ

イの2021年４月１日から2022年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2021年10月１日から2021年12月
31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2021年４月１日から2021年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわ
ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行っ
た。
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ニチレイ及び連結子会社の2021年12月31日現在の財政状態及
び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点
において認められなかった。
 

監査人の結論の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責
任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し
ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入
手したと判断している。
 

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を
作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続
企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 
四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー
手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され
る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
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・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め
られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と
認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかど
うか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において
四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が
適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人
の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業
として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成
基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務
諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさ
せる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査
人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査
人の結論に対して責任を負う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを
講じている場合はその内容について報告を行う。
 
利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。
以 上

 

（注）１ 上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。
２ ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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